令和７～９年度（2025～2027年度）茨木市学校給食用物資納入に関する要項
（登録の申請）

１　学校給食用物資の納入を希望する者は、学校給食の重要性を認識し、常にその安全と品質確保を図るとともに、茨木市教育委員会教育総務部学務課に登録しなければならない。

（登録基準）
２　納入業者は、次の基準を満たしているものとする。

　（１）　基本条件

茨木市物品等入札参加資格者名簿に登載されていること。
　（２）　営業施設

　　　　　ア　茨木市内または物資の搬送が円滑に行える範囲内に工場、店舗、営業所等の固定した営業施設を有していること。

　　　　　イ　営業施設は、社員等が常駐し、必要があると認めるときは迅速かつ適切に連絡調整及び行動ができる体制にあること。

　（３）　信用状況
　　　　　ア　食品に関する法律及び諸規定が遵守されていること。
　　　　　イ　食品に関する営業の許可を受けた事業を継続して２年以上行っている実績があること。
　　　　　ウ　納税義務が履行されていること。
　（４）　衛生状況
　　　　　ア　食品衛生法に基づく営業許可を受けた業種にあっては、所管する保健所の食品衛生監視結果が良好であること。
　　　　　イ　品質管理が確実に行われ、仕入れ・製造・保管・配送に至るまで、食品の安全と衛生管理が徹底されているとともに、従業員の衛生・健康管理が十分に行われていること。
　　　　　ウ　製造・加工・配送に携わる従業員全員の検便検査（腸管出血性大腸菌Ｏ157を含む）を定期的に実施していること。
　　　　　エ　衛生管理上必要な倉庫、冷蔵庫、冷凍庫、恒温配送車両等の設備を完備していること。
　（５）　供給能力
　　　　　指定する期日、時刻及び場所に納入することができ、かつ、数量不足、交換等に迅速に対応できる体制であること。
（登録申請）
３　納入業者は、茨木市学校給食用物資納入業者登録申請書（以下「登録申請書」という。）を提出するものとする。
　（１）　申請期間
　　　　　納入業者は、令和７年１月10日から１月24日までに登録申請書を提出するものとする。
（２）　提出書類
　　　　　ア　登録申請書
　　　　　イ　営業所ならびに工場の施設・設備所在地図及び平面図
　　　　　ウ　食品衛生監視票の写し（１年以内に発行されたもの。食品衛生法に基づく営業許可を受けた業種のみ）
　　　　　エ　従業員健康管理状況報告書
　　　　　オ　営業許可書等の写し
　　　　　カ　誓約書
　　　　　キ　他自治体取引証明書（新規登録を希望する業者のみ）※
　　　　　ク　営業歴（新規登録を希望する業者のみ）
　　※他自治体取引実績がなく、証明書を提出できない場合は、市による立ち入り調査または聞き取り等を実施する。
（登録名簿への登録）

４　市は、納入業者から登録申請書が提出されたときは、書類を審査のうえ、適当と認めるときは、茨木市学校給食用物資納入業者登録名簿に登録するとともに、その旨を当該納入業者に通知するものとする。
（登録の有効期間）

５　登録の有効期間は、令和７（2025）年４月１日から令和10（2028）年３月31日までとする。

（登録の取り消し）

６　市は、登録業者が次のいずれかに該当すると認めるときは、登録を取り消すことができる。
　（１）　登録業者が登録基準に該当しなくなった場合または該当しないことが判明した場合
　（２）　虚偽の申請をした場合
　（３）　正当な理由がなく、市の指示に従わないとき
　（４）　登録業者から登録取り消しの申し出があったとき
　（５）　学校給食の実施に支障を与えた場合
　（６）　見積依頼に対し、あらかじめ辞退の申し出をせず、２回連続して見積書を提出しなかった場合
（見積書の提出）

７　登録業者は、品目・数量・規格等の見積依頼書により通知を受けた場合、所定の日時までに見積書を提出しなければならない。

　　なお、見本の提示を求められた品目については、これに応じなければならない。

（納入物資及び価格の決定）

８　納入物資及びその価格については、小学校給食は茨木市学校給食物資調達要項、中学校給食は茨木市中学校給食用物資選定要項に基づいて決定し、発注予定書をもって決定業者に通知するものとする。発注予定書により通知を受けた決定業者は、納入予定表を提出するものとする。
（発注及び納品）

９　発注書により注文を受けた納入業者は、次の事項を厳守し、物資を納入しなければならない。
　（１）　発注書に記載された物資を、市が指定する日、時間、場所に確実に納入すること。ただし、何らかの事情により納入時間等に支障が生じた場合は、速やかに市に連絡し、指示に従うこと。
　（２）　納入物資は、見積書提出時に決定された見本と同等品とし、小学校給食は茨木市小学校給食用物資規格基準及び仕様書、中学校給食は茨木市中学校給食用物資規格基準及び仕様書に適合したものでなければならない。
　（３）　納入物資については、店舗、倉庫、工場、配送車等の環境衛生に細心の注意を払い、不適格品及び量目不足等のないよう万全を期すること。納入物資が、学校給食用物資として不適格（量目、新鮮度、大きさ及び形状等）な場合は、速やかに適格品との交換に応じること。
　（４）　納入物資を入れる容器は、清潔な容器を使用し、食品（野菜・果物類を除く）が直接容器に触れないよう、食品衛生上安全な包装フィルム等で包むこと。

　（５）　物資納入時の従業員は、衛生的な服装とし、専用の履物に履きかえること。その他衛生管理及び安全確保を徹底すること。

　（６）　納品物資に起因する可能性がある場合の異物混入等については、迅速に市の調査に協力すること。
（請求及び支払）

10　納入業者は、毎月の物資納入代金について、納品月の翌月10日までに請求書を提出するものとする。ただし、８月分については９月分と合わせて請求するものとする。市は指定金融機関を通じて、納品月の翌月25日（金融機関の休日に当たる場合は翌営業日）に支払うものとする。

（衛生管理）
11　登録業者は、次の事項を厳守し、衛生管理の徹底をはからなければならない。

　（１）　製造・加工・配送に携わる従業員全員の検便検査（腸管出血性大腸菌Ｏ157を含む）を毎月１回以上実施し、その結果の写しを提出すること。

　（２）　納入物資については、定期的に微生物及び理化学検査を実施し、その結果を提出すること。
（立ち入り調査）

12　納入業者は、登録を申請したときまたは納入品に事故がある場合は、市による工場等の立ち入り調査に応じなければならない。

（災害時等の納入）

13　台風等の自然災害または流行性疾患等により学校給食の実施を大幅に変更または中止する必要が生じたときは、登録業者は、次のとおり物資納入の内容変更等に応じなければならない。
　（１）　震度５弱以上の地震発生時は、当日の物資納入を中止すること。
　（２）　台風接近時については、原則として、予定どおり物資を納入すること。

　（３）　インフルエンザ等の流行性疾患で学級閉鎖にする場合、閉鎖報告から３日目以降の物資納入変更に対応すること。
　（４）　学校給食の中止等により未使用の物資については、市の指示のもと当日中に納入業者が引き取るものとする。ただし、市は物資納入代金を支払うものとする。
（その他）

14　この要項に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
